
公
的
年
金
か
ら
の
住
民
税
特
別
徴
収

平
成

年

月
以
降
に
支
払
わ
れ
る
老
齢
基
礎
年
金
等
か
ら
住
民
税

21

10

の
天
引
き
（
特
別
徴
収
）
が
始
ま
り
ま
す
。

■公的年金からの住民税特別徴収、固定資産税の減額制度創設

○
対
象
者

歳
以
上
の
公
的
年
金
の

65

受
給
者
（
当
該
年
度
の
初
日
に
老
齢
基

礎
年
金
等
を
受
け
て
い
る
方
）

た
だ
し
、
次
の
場
合
に
お
い
て
は
特

別
徴
収
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

ア
老
齢
基
礎
年
金
等
の
年
額
が

万
円

18

未
満
で
あ
る
場
合
（
※
年
額

万
円
以

18

上
で
あ
っ
て
も
住
民
税
が
非
課
税
の
方

は
特
別
徴
収
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
）

イ
当
該
年
度
の
特
別
徴
収
税
額
が
、
老

齢
基
礎
年
金
等
の
年
額
を
超
え
る
場
合

○
徴
収
す
る
税
額

公
的
年
金
等
に
係

る
所
得
に
係
る
住
民
税
所
得
割
額
及
び

均
等
割
額

○
対
象
と
な
る
年
金

老
齢
基
礎
年
金
等

○
特
別
徴
収
の
対
象
税
額
と
徴
収
方
法

①
特
別
徴
収
を
開
始
す
る
年
度
に
お
け

る
徴
収
（
平
成

年
度
及
び
平
成

年

21

22

度
以
降
で
新
た
に
特
別
徴
収
の
対
象
と

な
っ
た
場
合
）

上
半
期

普
通
徴
収
（
６
月
・
８
月
に

納
付
書
で
支
払
い
）

下
半
期

特
別
徴
収
（

月
・

月
・

10

12

２
月
の
年
金
か
ら
天
引
き
）

②
次
年
度
以
降
の
徴
収

上
半
期

特
別
徴
収
（
４
月
・
６
月
・

８
月
の
年
金
か
ら
天
引
き
）

下
半
期

特
別
徴
収
（

月
・

月
・

10

12

２
月
の
年
金
か
ら
天
引
き
）

平
成

年
度
の
国
の
税
制
改
正
に
お

20

い
て
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
向
け
て
家

庭
部
門
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
削
減
を
図

る
た
め
、｢

省
エ
ネ
改
修
工
事
を
行
っ
た

既
存
住
宅
に
係
る
固
定
資
産
税
の
減
額

措
置｣

制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
制
度
に
よ
り
、
一
定
の
省
エ
ネ

改
修
工
事
を
行
っ
た
住
宅
（
家
屋
）
に

係
る
固
定
資
産
税
が
翌
年
度
分
に
限
り

減
額
さ
れ
ま
す
。

■
減
額
の
対
象
と
な
る
住
宅
の
要
件

・
窓
の
改
修
工
事
と
同
時
に
行
う
天
井
、

床
な
ど
の
断
熱
工
事
で
、
省
エ
ネ
基

準
に
適
合
す
る
こ
と

・
平
成

年
４
月
１
日
か
ら
平
成

年

20

22

３
月

日
ま
で
に
工
事
を
完
了
す
る

31

こ
と

・
省
エ
ネ
改
修
工
事
に
要
す
る
費
用
が

万
円
以
上
で
あ
る
こ
と

30
■
減
額
内
容

工
事
が
完
了
し
た
翌
年

度
の
固
定
資
産
税
の
３
分
の
１
を
減
額

し
ま
す
。
た
だ
し
、
１
戸
に
つ
き
１
２

０
平
方
メ
ー
ト
ル
分
ま
で
と
し
ま
す
。

■
申
請
方
法

工
事
完
了
後
３
ヶ
月
以

内
に
次
の
書
類
を
担
当
係
ま
で
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

①
省
エ
ネ
改
修
工
事
固
定
資
産
税
減
額

申
請
書

②
熱
損
失
防
止
改
修
工
事
証
明
書(

登
録

さ
れ
た
建
築
士
事
務
所
に
属
す
る
建
築

○
実
施
時
期

平
成

年

月
支
給
分
か
ら
実
施

21

10

▼
問
い
合
わ
せ

税
務
課
市
民
税
係(

名

寄
庁
舎

０
１
６
５
４
③
２
１
１
１
内

線
３
２
０
１
・
３
２
０
２
・
３
２
０
３)

総
務
課
税
務
担
当(

風
連
庁
舎

０
１
６

５
５
③
２
５
１
１
内
線
１
２
３
・
１
２

４)

税源移譲時の

所得変動に応じた

税負担の減額措置があります
平成19年中の所得が大きく減って所得税がかから

なくなった方は、申告により平成19年度の住民税が

還付されます。

申告期間 7月1日～7月31日

申告場所 平成19年1月1日現在の住所所在地の市町村

提出書類 平成19年度分市・道民税減額申告書

※印鑑と本人名義の口座番号も必要です。

●担 当 税務課市民税係

省
エ
ネ
改
修
に
伴
う
固
定
資
産
税
の

減
額
制
度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た

士
、
指
定
確
認
検
査
機
関
ま
た
は
登
録

住
宅
性
能
評
価
機
関
が
作
成
し
た
証
明

書)③
工
事
内
容
や
金
額
を
示
す
工
事
明
細

書
及
び
領
収
書

※
①
・
②
の
様
式
に
つ
い
て
は
次
の
担

当
係
に
備
え
て
あ
り
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

税
務
課
資
産
税
係(

名

寄
庁
舎
２
階

０
１
６
５
４
③
２
１
１

１
内
線
３
２
０
４
・
３
２
０
５
、
総
務

課
税
務
担
当(

風
連
庁
舎

０
１
６
５
５

③
２
５
１
１
内
線
１
２
３
・
１
２
４)

○徴収方法・時期と税額※上記①の場合

← 普 通 徴 収 → ← 特 別 徴 収 →

６ 月 ８ 月 10 月 12 月 ２ 月

年税額の1/4 年税額の1/4 年税額の1/6 年税額の1/6 年税額の1/6

○徴収方法・時期と税額※上記②の場合

← 特別徴収(仮徴収) → ← 特別徴収(本徴収) →

４ 月 ６ 月 ８ 月 10 月 12 月 ２ 月

前年10月～ 前年10月～ 前年10月～ 年税額から 年税額から 年税額から
翌年３月ま 翌年３月ま 翌年３月ま 仮徴収した 仮徴収した 仮徴収した
での徴収額 での徴収額 での徴収額 額を控除し 額を控除し 額を控除し
の1/3 の1/3 の1/3 た額の1/3 た額の1/3 た額の1/3

申告は

7月中に

５ ｜平成20年7月号


